
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 7年度 事 業 報 告 書

特定非営型活動塗人 旦杢オゾとL全

1 事業の成果
令和 7年度は前年度に引き続き、定款の目的・活動・事業に沿って活動した。すなわち、より安全で快

適な環境の保全と創出及び循環型社会の構築に寄与することを目的に、オゾン処理を中心とした酸化手

段による環境浄化技術に関する情報収集、啓蒙、適正化及び高度化のための事業を行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【12,366】 千円)

事業内容 実施日時 実施場所

従事

者の

人数

受益対象者の範
囲及び人数

支出額

(千円)

普及事業

会務

普及、啓蒙を図るための協会運営活

動

① 総会 (2025.6.26)
② 理事会 (2025.5」 4、 6.26)
③ 運営委員会 (2025年度3回 )
2025.4.23、  9.30、  2026.1.27

④ 各部会
広報・編集 。工業部会

{2025年度全 6回 )
2025.4.18、  6.5、  8.5、  9.24、

10. 24、  2026. 1. 15

総務・財務部会

(2025年度全 6回 )
2025.4.18、  6.5、  8.5、  9.24、

10.24、  2026. 1. 15

2025年 4

2026`千:3

月

月

①東京科学大学
②人形町区民館
③人形町区民館
④第 1、 2、 3、 4、 5

回は人形町区民館、

第 6回は協会事務所

30

人

一般市民、環境

やオゾン利用に

興味を持つ人・

団体 120人

8.085

年次研究講演会の開催

第 34回年次研究講演会

2025年 6月 26

日～27日

東京科学大学 10

人

一般市民、環境

やオゾン利用に

興味を持つ人・

団体 120人

講習会・見学会の開催

第 42回オゾン技術に関する講習

会・見学会

2025年 11月

20日 ～21日

講習会 :吹田さんく

すホール

見学会 :大阪市水道

局柴島浄水場

5人 一般市民、環境
やオゾン利用に

興味を持つ人・

団体

33人



(定期開催 )

第 65回オゾン安全管理士講習会

第67回オゾン安全管理士講習会

第 68回オゾン安全管理士講習会

(出張開催)

第 66回オゾン安全管理士講習会

第69回オゾン安全管理士講習会

第70回オゾン安全管理士講習会

2025年

8月 8日

2025年

10月 16日

2025年

11月 11日

2025年

6月 16日

2025年

10月 2日

2025笙 F:

12月 5日

タワーホール船堀

大阪市立青少年セン

ター

タワーホール船堀

神奈川県・鞠エビヌ

マ

東京都・メタウォー

ター印

東京都・キーパーズ

(有 )

20

人

オゾン設備管理

者他 72人

刊行物の発行

オゾンニュース (OZONE NEWS in

Japan)の 発行 No.133～ 136

2025年 4月 、7

月、 10月 、

2026年 1月

東京都 20

人

一般市民、環境

やオゾン利用に

興味を持つ人・

団体

500人

認定事業

大型オゾン発生装置製造事業所再登

録審査

2025年 1月 ～

2026年 3月

東京都 5人 オゾン関連会社

3社 15名

476

小型オゾン発生装置審査会

2回開催 (2025.8.19、 2026.2.25、

26)

2025年 4

2026 1ri 3

月

月

東京都 10

人

オゾン関連会社

10社 160人

951

国際協力

事業

刊行物の配布・情報交換

国際オプン協会発行のオゾンニュー

ス Vol.53、  No.2～ Vol.54、  No.1、

オゾン:サイエンス&エンジエアリ
ングVol.47.N● 2～Vo1 48.No」
の公開。米国、欧州、アジア各国と

の情報交換

2025年度それ

ぞれ 6回配布

東京都 30

人

オゾンに興味を

持つ人

200人

2.854

(2)その他の事業

なし

(事業費の総費用 【 0 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

令和7年度 活動計算書 (その他事業が生い場合)

生麹墜魅!歴ユ五生』埜土∠劾詮

科 目 金 額

3,412,400

447, 102

3.891. 196

8,474.849

5. 141.995

17 50

9

8,476,706

12.366,045

9 7

19.819.659

I経常収益
1.受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
入会金会費
2.事業収益
普及事業収益
調査研究事業収益
認定事業収益
3.その他収益
受取利息
広告収益
書籍
著作権料
その他

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1.事業費
(1)人件費

給与手当

通勤費

法定福利費

人件費計
(2)その他経費
業務委託費 (年次業務委託)
会議費 (意見交換会等)

旅費交通費 (国際協力他国内外出張)
通信運搬費 {オゾンニュース他配送)

消耗品費 (国際協力・講習会備品他)
諸会費 (10A負担金等国際協力関連)

賃借料 {講習会会場賃借料)
諸謝金 {年次、講習会他講師等)
印刷製本費 (オゾンニュース他)
広告宣伝費 (ウェプサイト更新等)
雑費

その他経費計
事業費計
2.管理費
(1)その他経費
広告宣伝費 (ウ ェブサイト更新等)
会議費 (協会事務所)

旅費交通費 (委員会等日当、旅費)
通信運搬費 (電話代、宅配便)
消耗品費 (複合機他リース等)
賃借料 (部会等会議室賃借料)
水道光熱費 {協会事務所)
地代家賃 (協会事務所)
諸会費 (フ
・―ルアたティ、日本橋法人会)

支払手数料 (税理士費用等)

1   雑費
|   その他経費計
1管理費計
1   経常費用計
1当期経常増減額
1    税引前当期正味財産増減額
1    前期繰越正味財産額
1    次期繰越正味財産額



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和7年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本オゾン協会

ハ
コ睦 額科

19.829.460

18,206,071

1, 140,930

8,000

474,459

1. 140,930

53018,

1.流動資産

現金預金

商品

未収入金

流動資産合計

2.固定資産

保証金

固定資産合計

資産合計

I資産の部

9,801

9,801

9,801

1.流動負債

預り金

流動負債合計

負債合計

Ⅱ 負債の部

19,819,659

19.829.460

561.844

負債及び正味財産合計額

Ⅲ 正味財産の部

正味財産

(う ち当期正味財産増加額 )

目



書式第 16号 (法第 28条 係 )

令和7年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本オゾン協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 、2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法にて処理しています。

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産は事務局PCと保証金 (敷金)であり、減価償却の対象となるのは事務局PCのみです。

(3)引 当金の計上基準
該当する者はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当するものはありません。

(5)消 費税等の会計処理
当協会は消費税の免税業者ですので、消費税の会計処理は行っていません。

2.事 業別損益の状況
:円 )

事業部門計 管理部門
△ ユ
[,日 [普及事業

調査研究
事業

国際協力
事業

認定事業科 目

7,398,000
0

0

8,476,706
2. 195, 178

7. 398,000

0

0

8,476,706
2. 148.529

0

0

0

0

46,649

4,837,000
0

0

5,542,462
1.404.808

1,707,000
0

0

1,956. 163

495,814

854,000
0

0

978,081
247.907

18,069.8842.079.988 18,023,235 46.649ll.784.270 4, 158,977

3,412,400
447, 102

31.694

3,412,400
447, 102

31.694

787,479
103. 177

7.314
3.891. 196448.983 3,891. 1962.544.243 897,970

302. 137

302,500
240,595
1, 165,996

2, 179,968

134,02]

147. 844

2,824,993
424,980
470,580

0

110,000
13,084
0

298,515
219,362

1, 167,841

16.000
0

16,900
238,649
2, 151,468

433, 151

477,025
0

0

0

0

0

326.995
0

0

0

63,747
70.587
0

0

0

0

0

302. 137

302,500
240,595
1. 165,996

1.852.973

134,021
147.844

0

361,233
399,993

，

９９５

一

，

９９５

１

一
１

４

４̈

５

，

‐

一
５

，

‐

1旦 16,844
lL型 8,040

2.824,993
3,722,963

461 329
910,312

L生■墨型
12

0,188,

7,732,770
561,844

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人 件費
給料手当

通勤費
福利厚生費
人件費計
(2,そ の他経費
業務委託費
広告宣伝費
会議費
印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
諸会費
諸謝金

賃貸料
水道光熱費
地代家賃
支払手数料
雑費
雑損失
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金額

該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

該当なし

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単位 :円 )

5.固 定資産の増減内訳
(単 円 )

6.借 入金の増減内訳
(単 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

事業に直接係る費用 (例 :協会刊行物の印刷代、郵送代、事業に係る旅費、講習会の開催費用、講習会の講師謝

金、講習会等の宣伝代等)は事業費に計上、共通的な費用 (例 :協会の新聞広告代、協会ホームページの更新費、各

種部会の旅費、電話代、複合機等リース代、家賃、税理士費用等)は管理費として計上

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

７
，

（
０

減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 日 期首取得価額 取得

74, 140

0

0

148. 280

0

0

148,280 148,280

0

1, 140,930

4 296.560

□ ロ ]1.363.350 296,560 74, 140 148,280

有形固定資産
事務局PC
無形固定資産
該当なし

投資その他の資産
保証金
合計 ■■回口田■□□囲 回

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 日

合計

内、近親者

及び支配法
人との取引

科 日

計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

3.412.400

ｎ

ｕ

(活動計算書)

給与手当

活動計算書計

(貸借対照表)
該当なし

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和7年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本オゾン協会

科 目
ハ
コ4 額

19,829,460

18,206,071

444,245

17,761,826

16,030,808

812,545

918,473

474,459

474,459

8,000

8,000

1, 140,930

1, 140,930

資産の部

1.流動資産
(1)現金預金

1)現金 (手元有高)

2)普通預金

みずほ銀行赤坂支店

みずほ銀行虎ノ門支店

みずほ銀行赤坂支店 (外貨預金)

(2)商品

1)ハンドブック

(3)未収入金

1)受取年会費

流動資産合計

2.固定資産
(1)保証金

固定資産合計

資産合計

9,801

9,801

9,801

801

Ⅱ 負債の部

1.流動負債
(1)預 り金

1)源泉所得税

流動負債合計

負債合計

19.819.659正味財産



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和7年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動量△_日本オゾン憧金

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

l
監事
マスコ アツン

増子 敦

令和 7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

2
監 事

オオタキマサヒロ

大瀧 雅寛
 1

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

3
監事

ユゲセイロウ

弓削 政郎

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

4
監事
イシトビヒロユキ
~:石

蒸 1専芝
~~

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

5
監事
イケベ ヒロアキ

池邊 弘昭

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

6
監事
ィトウ サダヒコ

伊藤 禎彦

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

7
・監事

オオサワ ユウジ

大澤 裕志

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

8 監事

オザワ ジュンジ

小澤 純次

令和 7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

9
監事
カトウ ヤスヒロ

加藤 康 

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

101 監事

タカハラ ヒロフミ

高原 博文

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

ll( 監事
タナカ トシヒロ

田中 俊博

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

12( 監事

ナカムロ カツヒコ

中室 克彦

令和7年 4月 1日

令和 8年 3月 31日
な し

13( 監事

ナガシオ ダイジ

長塩 大司

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

141 監事
ニエダ マサノリ

仁戸田 昌典

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

15( 監事

ニシジマ ワタル

西嶋 渉

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

16 監事

マガラヤスモ

員柄 泰基

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

17 監事

ムラカミ タカ

孝雄村 上

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

181 監事

ヤマモ ト カツヤ

山本 勝也

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

191 監事

ヤマモ ト タケシ

山本 丈

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

201 監事

タムラテツヤ

田村 哲也

コウノ タカシ

鴻野 卓

令和 7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

21 理

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し

22 理事
タカハシ カズタカ

高橋 和孝

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日
な し



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人__旦杢オゾンШ金

氏    名

1 石飛 博之

2 伊藤 禎彦

3 大澤 裕志

4 小澤 純次

5 田中 俊博

6 中室 克彦

7 長塩 大司

8 仁戸田 昌典

9 西嶋 渉

10 員柄 泰基

11 村上 孝雄

12 田村 哲也




